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世界 日本 自治体、労働運動 会社 地名 号基 主契約者 着工 運転 年数

1945 広島・長崎に原爆投下

1956 石坂泰三・経団連会長（東芝）
科技庁設置、正力松太郎長官

蜷川虎三 - 京都府知事（1950 - 1978）

1960 日米新安保条約反対闘争 日原電 東海 1 GE/日立 1960 1966 終了

1963 飛鳥田一雄 - 横浜市長（1963－1977） 日原電 敦賀 1 GE 1966 1970 43
1964 佐藤内閣（1964.11～1972.7） 中部 美浜 1 WH/三菱原 1966 1970 43
1965 アメリカ、ベ北爆撃開始 美濃部亮吉 - 東京都知事（1967 - 1979）東京 福島第一 1 GE 1967 1971 42
1968 大学民主化闘争(～1970） 屋良朝苗 - 沖縄県知事（1968-1976） 中部 美浜 2 三菱原 1968 1972 41
1969 東京 福島第一 2 GE/東芝 1969 1974 39
1970 全民懇（全国民間労働組合委員長懇話

会）
関西 高浜 1 WH/三菱商 1970 1974 39

1971 ニクソンショック 黒田了一 - 大阪府知事（1971 - 1979） 中国 島根 1 日立 1970 1974 39
（金ドル交換停止） 沖縄ゼネスト 東京 福島第一 3 東芝 1970 1976 37

1972 スミソニアン体制 田中内閣（1972.7～1974.12） 関西 高浜 2 三菱商 1971 1975 38
日本列島改造計画 自動車総連結成 九州 玄海 1 三菱重 1971 1975 38

1973 第四次中東戦争 春闘初の交通ゼネスト 中部 浜岡 1 東芝/日立 1971 1976 終了

第一次オイルショック インフレ高進（物価狂乱） 東京 福島第一 5 東芝 1971 1978 35
1974 原発交付金・電源三法成立 武村正義 - 滋賀県知事（1974 - 1986） 中部 美浜 3 三菱商 1972 1976 37
1974 三木内閣（1974.12～1976.12） 前川忠夫 - 香川県知事（1974 - 1986） 東京 福島第一 4 日立 1972 1978 35

土光敏夫･経団連会長（東芝） 自治省反TOKYO作戦（1974-1979） 関西 大飯 1 WH/三菱商 1972 1979 34
全繊同盟13年ぶりにスト 関西 大飯 2 WH/三菱商 1972 1979 34
三労連原子力問題研究会議発足 四国 伊方 1 三菱重 1973 1977 36

1975 ベトナム戦争終結（1960～） 長洲一二 - 神奈川県知事（1975 - 1995）日原電 東海第二 1 GE/日立 1973 1978 35
スト権スト敗北　大量処分 東京 福島 6 GE/東芝 1973 1979 34

中部 浜岡 2 東芝/日立 1974 1978 終了

1976 南北ベトナム統一 ロッキード事件、田中首相逮捕 東京 福島第二 1 GE/東芝 1975 1982 31
毛沢東死去 福田内閣（1976.12～1978.12） 九州 玄海 2 三菱重 1976 1981 32

1977 文化大革命終結（1966～） 四国 伊方 2 三菱重 1977 1982 31
1978 大平内閣（1978.12～1980.6） 原子力関係労組懇談会　電機電力14労組九州 川内 1 三菱重 1978 1984 29

東京 柏崎刈羽 1 東芝 1978 1985 28
東京 福島第二 2 日立 1979 1984 29

1979 サッチャー政権（～1990） 鈴木俊一　都知事当選、自公民新自推薦 東北 女川 1 東芝 1980 1984 29
スリーマイル事故 東京 福島第二 3 東芝 1980 1985 28
イラン革命 関西 高浜 3 三菱商 1980 1985 28

1980 鈴木内閣（1980.7～1982.11） 統一労組懇結成 関西 高浜 4 三菱商 1980 1985 28
電力労連　原子力発電推進方針を採択 東京 福島第二 4 日立 1980 1987 26

1981 レーガン政権（～1989） 電力総連結成、組織人員24万人 九州 川内 2 三菱重 1981 1985 28
1982 中曽根内閣（1982.11～1987.11） 日原電 敦賀 2 三菱重 1982 1987 26
1982 フォークランド紛争 中部 浜岡 3 東芝/日立 1982 1987 停止

1983 マルクス没後100年 日米経済摩擦深刻化 東京 柏崎刈羽 2 東芝 1983 1990 23
レーガン大統領訪日 日原研 もんじゅ 1 日東三富 1983 1991 未稼働

金融自由化本格化 北海道 泊 1 三菱重 1984 1989 24
1985 G5プラザ合意 内需拡大、金融緩和 労働者派遣法成立 中国 島根 2 日立 1984 1989 24

ソ連ペレストロイカ 電電公社民営化 北海道 泊 2 三菱重 1984 1991 22
タバコ民営化 九州 玄海 3 三菱重 1985 1994 19

1986 チェルノブイリ事故 男女雇用機会均等法成立 九州 玄海 4 三菱重 1985 1997 16
1987 ブラックマンデー 竹下内閣（1987.11～1988.6） 四国 伊方 3 三菱重 1986 1994 19
1987 国鉄民営化 労働基準法改定、週40時間制を法定 東北 女川 3 東芝/日立 1986 2002 11

消費税導入 関西 大飯 3 三菱重 1987 1991 22
1988 宇野内閣（２ヶ月） 東京 柏崎刈羽 3 東芝 1987 1993 20

海部内閣（1988.8～1991.11） 関西 大飯 4 三菱重 1987 1993 20
バブル経済ピークへ 東京 柏崎刈羽 4 日立 1987 1994 19
過労死110番全国ネット発足 北陸 志賀 1 日立 1988 1993 20

1989 天安門事件 日米構造問題協議 総評解散　連合発足と労連が発足 中部 浜岡 4 東芝/日立 1989 1993 停止

ベルリンの壁崩壊 東北 女川 2 東芝 1989 1995 18
日経平均最高値3万8915円 東京 柏崎刈羽 6 東芝 1991 1996 17

1990 東西ドイツ統一 バブル崩壊、長期不況へ 東京 柏崎刈羽 7 東芝 1991 1997 16
平岩外四・経団連会長（東京電力）

1991 ソ連邦崩壊 宮沢内閣（1991.11～1993.8）
湾岸戦争 生活大国5か年計画

1993 ＥＵ成立 細川内閣（1993.8～1994.4）
羽田内閣（２ヵ月）

1994 小選挙区制導入（実施は96年）

村山内閣（1994.6～1996.1） 社会党、原発肯定

1995 阪神・淡路大地震

オーム・サリン事件

1996 橋本内閣（1996.1～1998.7）
社会党消滅

1997 香港返還 消費税率引き上げ（決定は村山内閣笹森清・連合事務局長に

1998 アジア通貨危機 山一証・北拓銀の経営破綻

小渕内閣（1988.7～2000.4） 石原慎太郎　東京都知事（1999～2012） 北海道 東通 1 東芝 1999 2005 8
2000 ネットバブル崩壊 「日本経済再生への戦略」 中部 浜岡 5 東芝/日立 1999 2005 停止

2001 アメリカ同時テロ9.11 森内閣(2000.4～2001.4） 笹森清・連合会長（～2005） 北陸 志賀 2 日立 1999 2006 7
アメリカ軍アフガン侵攻10月 小泉内閣(2001.4～2006.9)

2003 アメリカ軍イラク攻撃開始 小泉訪朝、拉致被害者ら帰国

2005 ハリケーン「カトリーナ」 陸上自衛隊イラク派兵 北海道 泊 3 三菱重 2003 2009 4
2006 郵政民営化法案成立 中国 島根 3 日立 2006 2011 2

安倍内閣（2006.9～2007.8）
2007 堀江・村上逮捕 ホワイトカラー・エグゼンプション見送り

2008 世界金融危機 福田内閣（2007.9～2008.8）
大統領選でオバマ圧勝 麻生内閣(2008.8～）

2009 製造業大不況 鳩山内閣（2009.6～2010.06）
菅内閣（2010.6～2011.9）

2011 東日本大震災・福島原発災害

野田内閣（2011.9～2012.12） 電力総連大会、組織をあげて原発再稼
働へ
消費税二段階引き上げ決定

2012 オバマ再選 安倍内閣（第2次 2012.12～）

アメリカ（1945）
ソ連（1949）
イギリス（1952）
フランス（1960）
中国（1964）
が最初の原爆実験

日本原燃、青森県六ヶ所村の再処理工場着工（1993～）


	Sheet1

